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1923 年の関東大震災の 3 年後の 1926 年であり，その後，様々な地震被害から多くの耐震設計体系が橋梁
設計に取り入れてきた．1995 年の兵庫県南部地震においては，落橋等の甚大な被害が多数の橋梁に生じ
たことをうけて，平成 8 年道路橋示方書 V 耐震設計編 1.1)では，落橋防止システムに関する設計法が強化















機に，2006 年には片岡ら 1.5)による橋梁上部構造に対する津波作用力に関する研究や，庄司ら 1.6)による橋
梁上部構造の流出メカニズムによる研究を発端に，津波に対する橋梁上部構造の安全性に関する研究が散


















































































































































   zgzp  maxmax                               式(1.2.4) 
 
ここで，pmax (z)：高さ z の位置における最大波圧，ρg：単位体積重量，α：水深係数，ηmax：構造物がない
状態の進行波の最大遡上水深，z：地表面からの高さである．朝倉らの非分裂波の実験結果によれば，フ
ルード数Frが 1.5 以上では αが最大 3.0 程度であり，フルード数Frが小さくなり 1.0 近くになると αはほ























Asakura ら 1.13)は，非分裂波を対象に無次元波圧強度（水深係数 α）とフルード数 Fr との関係に着目し，
以下の式を提案している．対象は 2 次元構造物と 3 次元構造物が混在しており，実験値とのばらつきは
±50%程度である．なお，フルード数は最大浸水深ηmaxとなる時刻での流速uを用いて算出している． 
 
 6.11.02.11  rr FF 　　                           式(1.2.6) 
 
 榊山 1.14)は，実験結果および数値解析結果から水深係数 αとフルード数Frとの関係式の 2 次元構造物と
3 次元構造部に分けた整理を行っている．その結果によれば，3 次元構造物に対する水深係数 α は，以下
に示す速度エネルギーが位置エネルギーに変換されるベルヌーイの定理で評価できることを示している． 
 
25.01 rF                                   式(1.2.7) 
 




 0.20.04.11  rr FF 　　                            式(1.2.8) 
 
3)FEMA式 
 アメリカ合衆国連邦緊急事態管理庁（Federal Emergency Management Agency of the United States：通称
FEMA）は，2004年スマトラ島沖地震津波を契機に，津波防災に関わるガイドライン「Guidelines for 






1 gbhF sh                                式(1.2.9) 
 max221 hubCF dsd                               式(1.2.10) 
ds FF 5.1                                   式(1.2.11) 
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1.2.9 に示すように 3 種類の津波を対象とし，各津波に対して桁位置を変化させた実験である．図-1.2.10
は，実験より得られた各方向の無次元最大波圧の鉛直分布である．同図の横軸は無次元最大波圧であり，
分力計より得られた作用力 F を桁側面積 Ahおよび桁底面積 Avで除すことで桁側面および桁底面に作用す
る平均波圧とし，桁横で計測された通過波の波高 a の静水圧 ρga で無次元化した値を表している．同図の
縦軸は，桁中心位置Z および桁底面位置 z を通過波の波高 a で無次元化し，波高に対する相対的な桁位置
を表している． 
まず，同図(a)より，水平方向の無次元最大波圧の鉛直分布は，波高 10cm の砕波を生じるケースが最も































AFaz vz              式（1.2.16） 
 
ここに，Fz：鉛直作用力，Av：桁底面積である． 




















   式（1.2.17） 
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 チリ地震津波は 1960 年 5 月 23 日にチリ沖を震源とした Mw9.5 の巨大地震に伴い発生した．地震発生
から 15 分後に約 18m の津波がチリ沿岸部を襲い，太平洋を伝搬した津波は約 17 時間後にハワイ諸島を，
22.5 時間後に日本に襲来した．日本に襲来した 1960 年チリ地震津波は，北海道から沖縄までの広い範囲
に襲来し，多くの犠牲者を出した． 
（1）水位観測記録 































































































20 分間の連続観測のみであった．図-2.2.12 は深浦（水深 50m 位置）で計測された波高計の計測記録であ
り，(a)は 11 時 50 分～12 時 10 分間の記録，(b)は 13 時 50 分～14 時 10 分間の記録である．同図(a)では，
津波第一目を捉えており，地震発生後に引波が生じ，その後，3min 間で 1m の急激な水位上昇がみられ
る．最大水位となる時刻は不明であるが，深浦の沖合で観測された第一波目の津波はおおよそ 10min 程







































































南に 1.6km，水深 13m 程度の位置にいたベルギーのヨット「Mercator」の魚群探知機（深度ゲージ）によ
り捉えられていた．図-2.2.17 に示すのはヨット「Mercator」の魚群探知機の記録 2.7)である．同図より，
津波波形はまず大きい引波を生じ，その後，大きな押波が観測され，3 波目で最も高い水位を観測した．
最大水位は約 4m，周期は約 15min とさほど短周期の津波ではなかったことがわかる．図-2.2.18 に示すの
はプーケット島南端（Ta Phao Noi）で観測された検潮記録 2.8)である．「Mercator」の水位記録と比較する
と，第 1 波目の大きな引波が生じ，2 波目以降にさらに高い水位の津波が襲来した点および，津波周期が









































測可能になり，2004 年東海道沖地震津波，2005 年宮城県沖の地震津波，2006 年千島列島の地震津波の津
波波形を，2008 年以降 GPS 波浪計の整備が進み 2010 年チリ地震津波では水深 100～300m 位置での津波
波形から海岸線までの津波波形を捉えることに成功している．図-2.2.22 に示すのは，2010 年チリ地震津
波の久慈周辺での観測記録 2.10)であり，沿岸部から海岸線までの間に津波の波高は増幅し，周期は短周期
成分が増幅している．図-2.2.23 に示すのは，図-2.2.22 に示す観測記録から求めたパワースペクトル 10)で
ある．同図よ10min～20min の周期帯でスペクトルが大きく増幅している．2010 年チリ地震津波ではGPS
















 東北地方太平洋沖地震津波は 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に，三陸沖（北緯 38.1 度，東経 142.9 度，牡






















図-2.3.1 に太平洋沿岸部 4 県の海岸線および沿岸部に設置されている水位観測点を示す．水位観測点は
NOWPHAS（全国港湾波浪情報網）の潮位計，沿岸波浪計および GPS 波浪計と，気象庁，海上保安庁お
よび国土地理院の潮位計が設置されており，地震発生当時では計 28 箇所（潮位計 12 箇所，沿岸波浪計 9
箇所，GPS 波浪計 7 箇所）で計測が行われていた．その内，東北地方太平洋沖地震において 19 箇所
2.13)~2.17)（潮位計 9 箇所，沿岸波浪計 4 箇所，GPS 波浪計 6 箇所）の津波による水位変動の履歴のデータ
が公開されている．データは，5s 間隔の天文潮位を差し引いた水位であり，気象庁のデータについては





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(5) 一方，河川を遡上する津波は，先端部は高さ 2m 程度の段波状となっていたが，その先端部は桁には
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H1～H6：波高計  ，V1～V3：流速計  ，T1：分力計 



























両端に，橋桁の影響による3 次元的な波の乱れを排除する目的でアクリル版により作成した側壁を設けた．  
計測機器は図-3.2.2 (b)，(c)に示したように橋桁模型に発生する作用力を計測する分力計，水路内の流速
を計測する流速計，波形状を捉える波高計である．分力計は水平波力（Fx），鉛直波力（Fz）と回転モー
メント（My）が計測できる 3 分力計で，仕様規格は 980N である．同図に示したように水槽上部に梁を固
定し，そこに分力計を設置し，治具を介して橋桁模型の作用力を計測する．流速計は，水平方向の流速を
測定できるプロペラ式流速計を使用し，V1 と V3 は模型への衝突による乱れのない流速の計測を行うた
めに側壁の隣とし，それぞれ橋桁模型位置，静水面中央の高さに設置した．V2 は桁下流側の前面に設置
し，津波が桁に作用する直前の流速を計測する．波高計は図-3.2.1 に示すように，桁下流側 0.5m までに
伝搬する津波波形を捉える H1～H4，桁上流側 0.5m 後面に設置した H5，側壁を介した桁横に設置した
H6 の 6 箇所で計測を行う．橋桁模型の対象は，幸左ら 3.3)が行った一連の孤立波性状の津波に対する桁へ
の作用力実験で用いた模型と同様とし，2004 年スマトラ沖地震津波で実被害を受けた PCT 桁の上部構造
とした．本実験での桁模型は実橋の 1/50 スケールを想定しており，図-3.2.3 に示すように橋桁模型の寸








px19，内桁下流側を計測する px12，px14，px16，px18，px20 であり，計 20 個の圧力計を用いた．鉛直方
向の圧力を計測する圧力計は，橋桁床版上面の圧力を計測する pz1～pz4，各桁下面の圧力を計測する pz5
～pz10，各桁に囲まれた床版下面の圧力を計測するpz11～pz13であり，計13個の圧力計を用いた． 
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v                 式(3.2.1) 
 
ここで，v：流速，g：重力加速度，H：水深，Lm /Lp：相似比である． 
添字のm は模型，p は実橋に対する諸量である．本実験での桁模型は実橋の1/50 スケールを想定してお









 波高をパラメータとした実験では，静水深を 35cm とし波高を 10cm～25cm（実波高 5m～12.5m）まで




 桁位置をパラメータとした実験では，静水深を 35cm，波高を 20cm の津波を対象に，桁位置のみを 3
パターンに変化させた実験を 3 ケース実施した．Z/a =0.9 となるケースは桁が津波の頂部近傍に位置する





変化させるために桁高 D が 1.5 倍，2 倍となる桁模型を作製した．同様に，鉛直方向の被圧面積を変化さ





























お，水平距離 X は波速 C に時刻 T を掛けることで求めた． 
 



































aghC                 式(3.3.3) 
 
ここで，η：水位，a：最大波高，h：静水深，X：水平距離，C：波速である． 
図-3.3.1 に H1 の計測値と式（3.3.1）から式（3.3.3）より求めた水位波形の比較を示す．同図には合わ
























 図-3.3.2 は，H1～H6 までの水位の時刻歴波形である．同図より，H1 から桁横での水位 H6 まで最大水
位は若干異なるもののほぼ同一であり，H6 では概ね指令波高である 20cm となっていることがわる．ま
た，波形状もほぼ H1 での孤立波が H6 まで伝搬している．同図には各計測位置間の距離と水位が最大と
なる時刻の差から波速 C を求めた結果も示しているが，どの区間においても波速 2.3m/s 程度で孤立波が
伝搬している．また，式（3.3.3）から静水深 35cm，波高 19cm として波速を求めた場合，波速は 2.3m/s
であり実験値と一致する．図-3.3.3 に H6 と同一位置で計測された V1 流速の時刻歴波形を示す．同図よ
り，H6およびV1が最大となる時刻は両者ほぼ一致することがわかり最大流速は93.7cm/s である． 
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 図-3.3.4 は橋桁模型横に設置した H6 波高計と橋桁模型に取り付けた分力計で計測された水平方向およ
び鉛直方向の作用力の時刻歴波形を示す．まず，同図より桁に作用した津波の水位変動（波高）は，造波
開始から約 11.2 秒後に波高が上昇し始め，11.988 秒後に波高 19cm となり最大波高に到達する．水位上昇
開始時から最大波高到達までに 0.8 秒程度を有する孤立波であることが分かる．作用力はまず造波から
11.783 秒後に鉛直作用力Fzが 48N で最大となり，11.918 秒後に水平作用力Fxが 20N で最大となる．波高
と作用力の関係は，Fx は波高が最大となる時刻から 0.08 秒程度の違いであるものの，Fz は波高が最大と
なる時刻から 0.21 秒程度早く作用力が最大となり，模型横の波高が最大となる時刻では鉛直作用力は下





















































































分力計計測値 Fxと全圧力積分値 Fxpを比較したものを図-3.3.7 に示す．同図は横軸に時刻を取り，波高
a，Fx，Fxp の時刻歴波形を示している．同図より，Fx と Fxp を比較すると，津波が桁に作用し始めた時刻
から細かな作用力の変動も両者大きな違いはみられずほぼ一致する．特に作用力が最大となる時刻ではほ
ぼ同時であり，作用力も Fxおよび Fxpはそれぞれ 20.2N，18.8N と 7％程度の差異で一致する．このこと
から，水平作用力を分析する上で用いる圧力計の計測結果の信頼性は非常に高く，作用力に占める主要な
被圧面を正しく評価できていると判断できる．以降，各被圧面に対する作用力に関する分析を行う． 










































図-3.3.8 は下流側桁側面に作用する px1～px5 で計測された圧力の時刻歴波形および最大圧力分布であ
る．同図より，橋長方向での圧力の最大値および最大値発生時刻の違いはみられず，桁側面には一様な津
波による圧力が作用していることが分かる．px1～px5の圧力の平均値は1323Paである． 
 図-3.3.9 は式（3.3.4）より算出した桁全体に作用する圧力の積分値 Fxp と，式（3.3.5）より算出した下



































































































































大となる時刻とほぼ同時刻で Fxp の波形に凸となる箇所がみられる．これは図-3.3.12 に示す Fxpin の最大




















































































































図中の数値は Fxp が最大となる時刻における各作用力の値である．同図より，3 種類の作用力を比較する
と，Fxp が最大となる時刻での各作用力は Fxp が 18.8N であるのに対して，Fxpf，Fxpb，Fxpin はそれぞれ
18.0N，-0.1N，1.0N であり，Fxpに占める割合は Fxpfが 9 割以上である．図-3.3.14 は，図-3.3.13 中[1]～
[3]に示す各着目時刻での津波作用状況である．各作用力が最大となる時刻の津波作用状況を比較すると，
Fxpinが最大となる時刻 11.741s（図-3.3.13 中[1]）では，全ての桁間の凹部に津波が流入しているものの，











































































分力計計測値 Fz と全圧力積分値 Fzp を比較したものを図-3.3.15 に示す．同図は横軸に時刻を取り，波
高 a，Fz，Fzpの時刻歴波形を示している．同図より，Fzと Fzpを比較すると，津波が桁に作用し始めた時
刻から細かな作用力の変動も両者大きな違いはみられずほぼ一致する．特に作用力が最大となる時刻では


































































































































圧力の時刻歴波形は，模型下流側にある pz11 で最大 900Pa と大きな圧力が作用しており，上向きの作用
力が最大となる時刻とほぼ同時刻で発生している．同様に桁中央部 pz12，桁上流部 pz13 の圧力において
も，鉛直作用力最大時近傍に波形のピークがあり，最大鉛直作用力にある程度寄与していることが分かる．
次に，同図(b)および(c)に示す各桁下面の発生圧力の時刻歴波形は，床版下面と同様に最も下流側にある
pz5 で最大 1100Pa と大きな圧力が作用しており，上向きの作用力が最大となる時刻とほぼ同時刻で発生
している．また，その他の圧力も床版下面と傾向は同様である．これら橋桁模型下面に作用する圧力の時






























































































































































































































  Time:12.114sec  
(a) 津波作用状況                  (a) 津波作用状況 
 
   
(b) 圧力分布                   (b)圧力分布 















図-3.4.1 は波高の異なる孤立波が標準桁に作用した際の H6 で計測した最大波高 a と最大水平作用力 Fx
の関係をプロットしたものである．同図より，a と Fx の関係から原点を切片とした最小二乗法より算出
した 1 次の近似直線は，決定係数R2が 0.96 となり a とFxの相関は非常に高いことが分かる．また，静水
深の違いによる差異は若干みられるものの，全ケース近似直線上にプロットしていることがわかる．この
ことから，水平作用力は波高に線形比例するといえる． 



































































図-3.4.3 は波高の異なる孤立波が標準桁に作用した際の H6 で計測した最大波高 a と最大鉛直作用力 Fz
の関係をプロットしたものである．同図より，Fx 同様に算出した a と Fz の近似直線は，決定係数 R2 が
0.94 となり，Fx同様に Fzも a との相関が非常に高いことが分かる．このことから，鉛直作用力は波高に
線形比例するといえる． 
図-3.4.4 は，図-3.3.21 に示す波高 20cm のケースと同様に，波高 10cm と波高 25cm のケースにおける
鉛直作用力最大時の津波作用状況と桁下面に作用する圧力を示したものである．同図の津波の作用状況か
ら波高の大きさに関わらず，鉛直方向に作用力に影響する主たる津波の作用面は桁下面であることがわか
る．圧力の値は，20cm のケースでは下流側床版下面の圧力 pz11 は 910Pa であるのに対して，波高 10cm
のケースでは pz11 の圧力は 1/2 程度減少し 447Pa となり波高の減少率とほぼ一致する．同様に，波高







































図-3.4.5 は波高 20cm の津波に対して桁位置 Z/a を 0.1，0.5，0.9 に変化させた際の分力計で計測された
水平作用力の時刻歴波形を比較したものである．各ケースの桁位置はZ/a =0.1では桁下面が静水面に接し




 図-3.4.6 に示すのは，図-3.3.13 と同様に各被圧面に生じる圧力から算出した作用力の時刻歴波形を比
較した図である．同図には，水平作用力 Fx が最大となる時刻での各被圧面に作用する力を示す．同図よ
り，Z/a =0.1 における下流側桁側面から作用する力 Fxpfの波形は H6’での水位が最大となる時刻まで単調
に増加する．一方，上流側桁側面から作用する力 Fxpbが桁に津波が作用し始めると同時に負の方向になだ
らかに増加し始め，その後，急激に負の方向へ増加し始めると Fxpfの正の方向の増加量に対して Fxpbの負
の方向の増加量が上回るため全体の作用力 Fxp は減少する．以上より，Fxpf が水位と共に増加する傾向は






















































































一方，Z/a =0.9 では H6’での水位が最大となる時刻と若干ずれ，Fxpf と Fxpin はほぼ同時刻で最大となる
ことで全体の作用力Fxpが最大となる． 
 図-3.4.7 に示すのは，桁位置の異なる 3 ケース毎に桁全体の最大作用力 Fxpと，Fxpが最大となる時刻に
おける各被圧面から作用する力を比較した図である．同図縦軸は Z/a の値，横軸は各被圧面から作用する
力であり下流側から作用する力を正としている．同図より下流側桁側面に作用する力 Fxpfは Z/a が減少す
る（波高頂部から桁位置が遠ざかる）につれ作用力が増加している．内桁に作用する力 Fxpinは Z/a が大き
いケースのみ作用している．上流側桁側面に作用する力 Fxpbは Z/a が小さいケースのみ作用している．図
-3.4.8 に示すのは，Z/a =0.1 と Z/a =0.9 のケースにおける各方向の作用力が最大となる時刻での津波作用
状況である．Fxpbが負の値となる Z/a =0.1 のケースの津波作用状況は，時刻の経過とともに桁上流側で水
位上昇がみられ，この水位上昇に伴う静水圧が下流側桁側面に作用したことで，桁を押し込む負の作用力


























































に作用する力 Fxpf が桁位置の違いでどの様に変化するかを把握することが重要となる．図-3.4.9 に示すの
は，Z/a と Fxpfの関係を着目時刻別に比較した図である．同図の Z/a =0.9 と 0.5 のケースは Fxが最大とな
る時刻とFxpfが最大となる時刻が同一であるものの，Z/a =0.1のケースでは，図-3.4.7(a)に示すように，Fx
最大時からさらに作用力は増加する．同図より Fxpf最大時の Fxcpfと Z/a の関係は，ほぼ線形関係にあり，
同図に示す入射波高の静水圧相当の作用力の分布と傾向は一致する．すなわち，Fxpf の高さ方向の分布は
静水面から桁位置までの距離に比例することがわかる．また，入射波高の静水圧相当の作用力と Fxpf は



























図-3.4.10 は先述した波高 20cm の津波に対して桁位置 Z/a を 0.1，0.5，0.9 に変化させた際の分力計で
計測された鉛直作用力の時刻歴波形を比較したものである．同図より，津波の作用時間は3ケースで大き
く異なり，作用時間に応じて上向きの最大鉛直作用力も変化していることがわかる．なお，分力計で計測
した作用力と圧力計の積分値は全ケース一致したため，Fz が最大となる時刻と Fzp が最大となる時刻は同
時刻であるとしFzpが最大となる時刻で整理を行う． 
 図-3.4.11 に示すのは，図-3.3.20 と同様に各被圧面に生じる圧力から算出した作用力の時刻歴波形を比
較した図である．同図には，鉛直作用力 Fzp が最大となる時刻での各被圧面に作用する力を示す．同図よ
り，Z/a =0.1における桁下面から作用する力Fzplの波形は，H6での水位が最大となる時刻まで概ね一様に















































































図-3.4.12 に示すのは，桁位置の異なる 3 ケース毎に桁全体の最大作用力 Fzpと，Fzpが最大となる時刻
における各被圧面から作用する力を比較した図である．同図縦軸は Z/a の値，横軸は各被圧面から作用す
る力であり上向きの力を正としている．同図より桁下面に作用する力 Fzplは Z/a が減少するにつれ作用力
が増加している．桁上面に作用する力 Fzpuは Z/a が 0.1 のケースのみ若干ではあるが下向きに作用してい
る．この時の津波作用状況は，図-3.4.8 に示すように，桁上面に桁側面を越流した流れが流入し始めてお























































に示すのは，Z/a と Fzplの関係を着目時刻別に比較した図である．同図の Z/a =0.9 と 0.5 のケースは Fzが
最大となる時刻とFzplが最大となる時刻が同一であるもののZ/a =0.1のケースでは，図-3.4.11 (a)に示すよ
うに，Fz最大時からさらに作用力は増加する．同図より Fzpl最大時の Fzplと Z/a の関係は，水平方向の作
用力と同様にほぼ線形関係にあり，同図に示す入射波高の静水圧相当の作用力の分布と傾向は一致する．
すなわち，Fzpl の高さ方向の分布は静水面から桁位置までの距離に比例することがわかる．また，入射波





































図-3.4.16 に，標準桁形状の桁高を D とし，D を 1.5 倍，2 倍と変化させた桁模型を用いて，波高が
20cm の津波を造波させた際の桁の水平作用力の時刻歴波形を示す．各ケースの最大作用力は標準桁，
1.5D，2.0D の桁でそれぞれ 20N，26N，34N となり，標準桁からの作用力の増加率は 1.5D，2.0D でそれ
ぞれ 1.3 倍，1.7 倍となる．また，時刻歴波形の形状は作用時間や最大値発生時刻はほぼ同様であり，最
大値のみが異なる波形である．図-3.4.17 は，横軸に H6 で計測した波高 a，縦軸に最大水平作用力 Fxと
し，波高が異なる 7 ケースおよび桁形状の異なる 3 ケースの計 21 ケースの実験結果をプロットしたもの
である．同図には，桁形状毎に a と Fxの関係から原点を切片とした最小二乗法より算出した 1 次の近似
直線を示す．同図より，同一の波高にも関わらず桁高が高いケースで作用力が増加することがわかる．近
似直線の傾きを各ケースで比較すると，標準桁形状のケースでは 0.99 であるのに対して，桁高を 1.5 倍と
71 
 












































































































































































（c） p12                    （d） p13 












































































































































































ている．評価式を算出するにあたり行った実験は，図-3.5.1 に示すように 3 種類の津波を対象とし，各津
波に対して桁位置を変化させた実験である．図-3.5.2 は，実験より得られた各方向の無次元最大波圧の鉛
直分布である．同図の横軸は無次元最大波圧であり，分力計より得られた作用力 F を桁側面積 Ahおよび
桁底面積 Av で除すことで桁側面および桁底面に作用する平均波圧とし，桁横で計測された通過波の波高
a の静水圧 ρga で無次元化した値を表している．同図の縦軸は，桁中心位置 Z および桁底面位置 z を通過
波の波高aで無次元化し，波高に対する相対的な桁位置を表している． 
まず，同図(a)より，水平方向の無次元最大波圧の鉛直分布は，波高 10cm の砕波を生じるケースが最も































AFaz vz              式（3.5.2） 
 
ここに，Fz：鉛直作用力，Av：桁底面積 








































































































3.5.3 は，図-3.5.2 をもとに本実験で対象とした非砕波のケースと同様である「波高 11cm，砕波無」のケ


























































































































































































に桁幅が広い場合，Fz が最大となる時刻と同時に Fx も最大となることから，桁下面の被圧面積に応じた
力が斜め方向に桁下面に作用することで，その分力として Fzに応じた Fxが作用したと考えられる．同様
に波高が同一のケースで標準桁形状の場合，図-3.5.6 に示すように標準桁形状においても Fz 最大時には
Fx の波形に僅かな乱れが生じている．2.1B のケースにおける Fxの時刻歴波形に着目すると，作用開始か
ら早期に Fxおよび Fzが最大となり，Fxが減少し始める時刻から 0.15s 後に Fxが再び増加する．標準桁形
状のケースにおける Fx の時刻歴波形をふまえると，これは桁側面から作用する力による増加と考えられ，
桁幅が異なる場合においても桁側面から作用する力はほぼ同一であると考えられる． 






















































図-3.5.5 作用力の時刻歴波形（波高20cm，桁幅2.1B）    図-3.5.6 標準桁と桁幅を2.1Bとした桁での 





























無次元波圧の値は 0.98 であり，実験結果のばらつきは評価式の無次元最大波圧 0.86 に対して 1.14 倍程度
である．次に，同図(b)に示す鉛直方向の無次元波圧の内，評価式に比べ最も大きくなるケースの無次元
最大波圧は 0.48 であり，波高に対する桁の相対的な位置 z/a が評価式と同様の傾きで線形に変化すると仮
定し，最も評価式に比べ大きくなるケースを含むよう求めた直線の X 軸との交点は 0.63 となる．評価式
におけるX軸との交点は0.53であり，実験結果のばらつきは評価式に対して1.2倍程度である． 
 











































(1) 代表ケースとして波高 20cm の孤立波が静水面と波高頂部の中央に設置した標準桁に作用した際の津





















(5) 波高 a に対する相対的な桁位置 Z を表す Z/a を 0.1，0.5，0.8 と変化させた 3 ケースのパラメータ実
験における水平作用力は，桁位置が波高の頂点から静水面に近づくにつれて下流側桁側面に生じる
圧力は線形的に増加するものの，Z/a が 0.8 のような桁位置が波高頂点付近にある場合は内桁にも流

























3.4) 合田良實：耐波工学, 鹿島出版会, 2008. 
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 使用する長水路は，第 3 章の孤立波実験で用いた水路と同一であり，長さ 41m，水路幅 80cm，模型設






H1～H6：波高計  ，V1～V3：流速計  ，T1：分力計 









































している．桁模型には図-4.2.3 に示すように水平方向の圧力を計測する px1～px5 の計 5 個の圧力計を設
置した．鉛直方向の圧力を計測する圧力計は，橋桁床版上面の圧力を計測する pz1～pz3，各桁に囲まれ
た床版下面の圧力を計測するpz4～pz6であり，計6個の圧力計を設置した． 











































本実験では第 3 章と同様の考えのもと，フルードの相似則を用いた．本実験での桁模型は実橋の 1/50 
スケールを想定しており，相似比 Lm /Lpは 1/50 である．一方，レイノルズ数 Reは桁周辺の流れを再現さ
せるために，ある程度実現象に近い値である必要がある．東北地方太平洋沖地震の津波映像資料から得た，
桁が浸水した際の平均流速と水深を用いて算出した Re数のオーダーは 106~107である．後述するように，
本実験における Re数の範囲は 105～106であることから，本実験では概ね対象とする津波のような高 Re数
を再現しているといえる．図-4.2.4 は，S.F.HOERNER4.1)が平板形状の種々の実験結果に対して，Re 数と





















































パラメータ① 水平流速 vx：定常流速と作用力の関係の把握 
 流速をパラメータとした実験では，水平流速 Vx（水槽内の平均的な回流流速）が 50cm/s，75cm/s，

















 桁位置をパラメータとした実験では，桁位置 Z は，定常流内の高さ方向の水平流速分布と，それに応






























位上昇速度 Vzは 2.0m/min である．また，中野・幸左ら 4.4)の分析によれば，伊万里川を遡上する津波の水
位上昇速度は 1.6m/s，Zheng ら 4.5)の分析によれば，志津川を遡上する津波の水位上昇速度波は平均で
2.2m/min であった．以上をふまえ，2m/s の水位上昇速度を有する持続波を想定し，30cm/s の水位上昇速






























































































図-4.3.3 に示すのは，分力計で計測した水平方向の作用力 Fxおよび桁と同位置に設置した V1 流速計で
計測した水平方向の流速 V1 の時刻歴波形である．同図に示す，計測生データであるサンプリング周期
1/1000s では所々に電磁ノイズと思われる大きな短周期の振動が確認出来る．この電磁ノイズを除去する
目的で，1/10s 間隔で移動平均によって平滑化したデータを併せ示す．同図(a)に示す，Fx の 1/10s の時間
間隔で移動平均した平滑化データの最大値，最小値はそれぞれ 12.3N，10.1N であり，平均値 11.3N に対
するばらつきは 1 割程度である．同様に，同図(b)に示す V1 の 1/10s の時間間隔で移動平均した平滑化デ




















































































































































































 図-4.3.7 に示すのは，分力計で計測した鉛直方向の作用力 Fz の時刻歴波形である．同図に示す，計測
生データであるサンプリング周期 1/1000s では所々に電磁ノイズと思われる大きな短周期の振動が確認出
来る．この電磁ノイズを除去する目的で，1s 間隔で移動平均によって平滑化したデータを併せ示す．同
図より，Fz の 1s の時間間隔で移動平均した平滑化データの最大値，最小値はそれぞれ-14.2N，-18.4N で






























負の値は引張圧力を示す．この時刻歴波形を時々刻々に積分した結果を Fzp とし，Fz との時刻歴波形を比




4.3.10 である．同図より，床版上面に作用する圧力は，下流側の pz1 と pz2 はそれぞれ 215Pa，234Pa と
正値であり，桁を押し込む圧力が作用しているが，上流側の pz3 は-93Pa と負値であり，桁を引っ張る圧





















pz1 (1s) pz2 (1s) pz3 (1s)




















































































 ここでは，静水面から-7cm，-14cm，-21cm，-28cm の 4 ケースの桁位置において，定常流速 Vx を
50cm/s，75cm/s，100cm/s と変化させた 3 ケースの定常流を標準桁に作用させた際の実験結果から，準定
常的な持続波に対する作用力特性について分析を行う． 
（1）水平作用力特性 




分布と同様に整理した 3 ケースの水深方向の水平作用力分布を図-4.4.2 に示す．同図より，水平流速が



















































































           式（4.4.2） 
 
 ここに，B：桁幅， D：桁高である． 
 図-4.4.3 に示すのは，前述の桁横で計測した V1 流速の平均値を用いて式(4.4.1)で算出した水平作用力
Fxcalと，分力計で計測した水平作用力 Fxを比較した図である．同図から，Vx=100cm/s の Z= -7cm のケー
スを例にとれば， V1 流速の値 104cm/s を用いて式(4.4.1)から算出した Fxcalと Fxは両者 11.3N と一致する．






































                 式（4.4.3） 
ここで，Fxは分力計より得られた水平作用力，vxは桁横の V1 流速の実験から得られた計測値である．代
表ケースとして，桁中心位置Z を-21cm とした際の，式（4.4.3）より得られた抗力係数CdとV1 流速の関
係を図-4.4.4 に示す．同図より，流速の増加に伴い式（4.4.2）より得られる Cd に比べ最大で 1 割程度増
加することがわかる．図-4.4.5 は，水深中央に設置した代表的な流速である V3 流速の時刻歴波形（サン
プリング周期 1/1000s）を示したものである．同図(a)，(b)はそれぞれ 50cm/s，100cm/s の流速ケースの時
刻歴波形であり，同図にはあわせて時刻歴波形から得られた平均値と標準偏差 σ を示す．同図より，
50cm/s のケースに対して 100cm/s のケースの時刻歴波形は振幅が大きく乱れていることに加え，標準偏















































































図-4.4.7 は全実験結果の V1 流速の値を用いて算出したレイノルズ数 Re（= a v/ν）と抗力係数 Cdの関
係を示す．ここで，Re数を算出する際に用いた代表長 a は水深 H とした．同図より，前述したように Re
数の増加（流速の増加）に伴い Cd の増加は見られるものの，その差異は 1 割程度である．同様に，桁中
心位置 Z によって Cdのばらつきはあるものの，Re数と Cdの関係は同様である．また，式（4.4.2）と比較













































































る理由について考察を行う．図-4.4.9 に桁位置がZ =-7cm の各流速ケースにおける，下流側桁側面に流れ
が作用することで流れが越流している状況を示す．同図では，静水面から最も水位が高い位置までの距離
を越流高として各ケース算出した．同図より，3 ケースの越流高は流速に比例して大きくなることが確認
できる．まず，最も流速が遅い 50cm/s のケースに着目すれば越流高は h1=0.6cm と非常に小さく，このた
め桁上面に下降流が発生せず下向きの鉛直作用力の影響が小さかったと考えられる．一方，最も流速が速
い 100cm/s のケースでは越流高が h3=3.9cm と最も大きく，大きな下降流が桁模型に作用したことを示唆










(a) Z= -7cm 
 
 
















図-4.4.11 に示すのは，式（4.4.1）および式（4.4.2）を用いて算出した計算作用力 Fxcal と分力計より得
られた計測作用力 Fxを比較した図である．まず，桁高をパラメータとした場合，Fxcalと Fxは概ね 1：1 の
関係にあり，そのばらつきは 2割程度と標準桁形状のケースとほぼ同じである．一方，桁幅をパラメータ




































































 図-4.4.12 に示すのは，桁位置 Z を-21cm とし，定常流速が 100cm/s のケースにおける標準桁形状，
2.0D および 2.14B の桁模型の下流側側面に作用する圧力分布を比較した図である．同図より，標準桁形
















































































(a) Vx=50cm/s           (b) Vx=75cm/s          (c) Vx=100cm/s 






















































(a) Vx=50cm/s           (b) Vx=75cm/s          (c) Vx=100cm/s 












ぼ鉛直作用力 Fzと浮力 U は同じであるが，その他の桁形状のケースについては桁形状の違いが作用力に































黄塗 Vx=  50cm/s
青塗 Vx=  75cm/s
赤塗 Vx=100cm/s
 

























































































図-4.5.2 に示すのは，桁降下速度を 30cm/min とし水平流速を変化させた際の水平作用力と桁位置の関係
である．同図に示すのは，時刻歴波形から桁と水面が接した時刻を 0 秒とし，以降時刻に桁降下速度 Vz
を掛けることで水深に換算しており，水平流速が 50cm/s および 75cm/s のケースは計測機器の問題で水深
14cmまでの計測で終了した．また，同図にはあわせて各桁位置での定常流実験結果を示す． 






















































































































































































30cm/min および 90cm/min とした際の鉛直作用力と桁位置の関係の比較した図である．同図より，水位上
昇速度の違いで桁位置と鉛直作用力の関係に大きな違いはみられない．図-4.5.6 に示すのは，水深が-7cm，
-14cm，-21cm，-28cm 時の桁降下実験における鉛直作用力をプロットした図である．同図より，鉛直方向
の作用力分布はほぼ定常流実験結果と同一であるものの，水深が-7cm，-14cm の場合は 3 割ほど下向きの
































































































































































































































































































































(4) 水位上昇の影響を考慮した実験結果より，水位上昇速度が実橋換算値で 6m/min 程度の場合，桁の水
平作用力は定常流速に関係なくほぼ定常流実験結果と同一なることから，水位上昇が水平作用力に
及ぼす影響は小さいと考えられる．一方，桁の鉛直作用力は定常流実験結果に比べ水面付近に桁が
















4.5) Yulong Zheng，Kenji Kosa and Tatsuo Sasaki：Tsunami damage analysis for bridges in Shizugawa area，
Journal of Structual Engineering，Vol.59A，pp.439-449，2013. 
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A1 九州工大5.4) 1/50 10.7 0.34 1.4 5 10
A2 九州工大 1/50 5.1 0.35 1.4 3 10
A3 九州工大 1/50 7.0 0.29 1.2 4 8
A4 九州工大 1/50 9.5 0.25 1.0 5 7
A5 九州工大 1/50 10.7 0.60 2.4 5 17
A6 九州工大 1/50 15.2 0.48 1.9 8 14
A7 九州工大 1/50 19.1 0.41 1.6 10 12
B1 四條ら5.5) 1/100 10.0 1.90 7.6 10 76
B2 四條ら5.5) 1/100 10.2 0.40 1.6 10 16





































































































































験での桁模型は実橋の 1/50 スケールを想定しており，相似比は 1/50 である．橋桁模型の寸法は橋長









































表-5.3.1，図-5.3.3 に本実験の造波条件を示す．本実験の目標周期は 130s とし，実際の周期に換算した
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の水位波形は入力波形である周期 130s，振幅 15cm の正弦波とほぼ一致しており，W.L.4 の水位波形にお
いても若干の桁模型および側壁の影響を受けているものの，ほぼ一致している．また，水位上昇は造波開
始からの26.0s 後から生じ，造波開始から58.5s後に最大水位15cmとなり，1/4周期は 32.5sであった． 
図-5.4.2は流速の時刻歴波形であり，V3 は桁横，V1，V2 は桁後ろ上方および下方に設置している．各

















































た式として作用力を評価することとした．図-5.4.3 は分力計で計測された水平作用力 Fx の時刻歴波形お
よび桁横の V3 流速計の計測値を用いてモリソン式から慣性力項を省いた式(5.4.1)を用いて時々刻々と評






1       式(5.4.1) 
 
ここで ρw：水の密度，Cd：抗力係数，v：流速，A：被圧面積である．また，抗力係数 Cd  は道路橋示方
書に準拠し，下記に示す桁高と桁幅を用いた式（5.4.2）より，本桁模型形状から算出した 1.54 を用いた． 
 














な波形の変化はみられず，水位変動η の波形と類似していることがわかる．次に，Fx と Fxcal の時刻歴
波形を比較すると，Fx の波形は水位が最大となる 58.5s まで単調に増加するものの，Fxcal の波形は 58.5s
を跨いで 50s～65s 間（同図網掛け部）でほぼ一定の作用力となる．最大水位時の 58.5s における Fx およ



































図-5.4.4 は桁側面下流側で計測された p1 圧力の時刻歴波形である．同図には桁横の V3 流速の値を用






図-5.4.5 は，桁位置での水位が最大となる 58.5s 時の桁周りの流況を動画からトレースしたものである．
同図に示すように，桁周りの流況は常に下流側の側面での水位(W.L.F)が上流側の側面での水位(W.L.B)に
比べ高くなっており，桁模型の影響を受けない水位(W.L.4)は W.L.F と W.L.B の中間の水位である．また，
桁模型上流側では，跳水が生じており，W.L.B からさらに急激な水位の低下が生じた後，再び水位が増加
している． 



























ースしプロットした図である．同図より，造波開始 40s から W.L.F と W.L.B に水位差が生じ始め，W.L.4
が最大となる時刻 58.5s では，桁の下流側と上流側の側面には 3cm 程度の水位差が生じていた．この水頭
差に相当する圧力（300Pa）に桁側面積（0.0136m2）を掛けることで作用力に換算すると約 4N となる．







































 図-5.4.7 に分力計で計測した鉛直作用力 Fz の時刻歴波形を示す．同図には，後述する桁周りに設置し
た圧力計 ( p2～p6 )の計測結果の信頼性を確認するために，計測した圧力に各被圧面積を掛けた圧力積分
値 Fzp の時刻歴波形を合わせて示す．また，同図には桁横の W.L.4 で計測された水位η の時刻歴波形も
合わせて示す．なお，Fz および Fzp は上向きに作用する力を正値としている．まず，Fz の時刻歴波形は，
津波先端部により生じる段波波力のような急峻な波形の変化はみられず，水平作用力同様に水位変動 η 
の波形と類似していることがわかる．次に，Fzp の時刻歴波形は Fz と同様に最大波高となる 58.5s まで
はほぼ同様の時刻歴波形であり，58.5s 時の Fz の値は 11.9N，Fzp の値は 12.9N とほぼ一致する．このこ
とから，圧力計の計測値の信頼性は高いことがわかる．同図に示すアルキメデスの原理に従い桁の体積か































圧力計のうち最も下流側にある p2 の波形は図中[1]に示す 35s 以降に衝撃的な圧力の増加がみられ，その
後，水位の増減に応じて圧力が変動している．この p2 で見られる衝撃的な圧力増加が発生する同時刻の









p3 を比較すると床版下面の p3 の方が時刻に関わらず 100Pa 程度大きい圧力が作用していることがわかる．
同様に，p4 と p5 を比較すると，床版下面の p5 の方が，最大水位時には 100Pa 程度大きい圧力が作用し
ていることがわかる． 
  























































































図-5.5.1 に示すのは，式（5.4.1）から求めた計算作用力 Fxcal と分力計による計測作用力 Fx の関係を定
常流実験と長周期波実験で比較した図である．定常流実験結果は長周期波実験と同様の標準桁の結果であ
り，定常流速と桁位置の異なる 12 ケースであり，計算作用力の算出に用いた流速は両実験結果とも桁模
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A1 九州工大6.1) 1/50 10.7 0.34 1.4 5 10
A2 九州工大 1/50 5.1 0.35 1.4 3 10
A3 九州工大 1/50 7.0 0.29 1.2 4 8
A4 九州工大 1/50 9.5 0.25 1.0 5 7
A5 九州工大 1/50 10.7 0.60 2.4 5 17
A6 九州工大 1/50 15.2 0.48 1.9 8 14
A7 九州工大 1/50 19.1 0.41 1.6 10 12
B1 四條ら6.2) 1/100 10.0 1.90 7.6 10 76
B2 四條ら6.2) 1/100 10.2 0.40 1.6 10 16























































































































































































 水面形 η は以下の式により求められる．水平距離 X は波速 C に時刻 T を掛けることで求めた． 
 




































aghC                        式(6.2.3) 
 
ここで，a：波高，h：静水深，：X：水平距離，C：波速である． 
 式(6.2.1)～式(6.2.3)に示すように，孤立波の水面形は波高 a と静水深h の関数である．ここではaとhの
変化が津波周期及ぼす影響について考察する．図-6.2.2は a を10cmに固定し，h を変化させた際の孤立
波理論より得られた水位の時刻歴波形の比較結果を，図-6.2.3は h を35cmに固定し，a を変化させた際
の孤立波理論より得られた水位の時刻歴波形の比較結果を示す．同図では a と h の関係を波高水深比 





























































































































































点は静水深が 35cm のケース（A5～A7），白塗りのプロット点は静水深 15cmのケース（A2～A4）である．
同図には静水深毎の近似直線を合せて示す．まず，同図(a)に示す水平作用力に着目すると，静水深 15cm
および静水深 35cm のケースともに最大波高 a に比例して水平作用力 Fx が増加している．しかし，静水
深 15cm と静水深 35cm のケースの近似直線の傾きを比較すると 1.2 倍異なることがわかる．特に，A4 と
A5 では波高が10cmとほぼ同一にも関わらず，静水深が小さいA4の方が作用力は大きい． 
図-6.3.2 は A4 と A5 のケースの水位および作用力の時刻歴波形を比較した図である．まず，両ケース
の津波の水位波形はほぼ同一の最大波高であるにも関わらず，周期が大きく異なっており，水面形は急勾
配である．水位波形から求めたA5 の周期T はT/4 で 0.60s，A5 に比べ静水深が浅いA4 はT/4 で 0.25s と
なり，静水深が浅いケースほど周期は短くなっている．これは先述した静水深をパラメータとした孤立波
の理論解からもわかるように A4 では A5 比べ a/h が大きくなることから周期は長くなる傾向と一致する．
















































































の静水圧相当の力( ρg (a‐Z )・A )との比αとして表すこととした．以下に示す式(6.3.1) は水平方向の作用









図-6.3.3 はA2～A7 の各ケースの津波周期 T と入射波高 a の静水圧相当の力( ρg (a‐Z )・A )との比 α
（以降作用力比 α ）の関係をプロットした図である．α の値は式(6.3.1)に示すように，流速の影響は考慮
していないため，それに起因する流体力や衝撃力の大きさの違いにより増減する．まず，a と T の関係
は，静水深 15cm のケース（A2～A4）および静水深 35cm のケース（A5～A7）ともに，a の増加に伴い
T は短くなる傾向が見られる．次に，T と α の関係は，T が短くなることに伴い αは増加する傾向にあり，
静水深の違いを考慮せず全ケースのプロット点から最小二乗法により近似直線を求めた場合，水平方向の
近似直線の決定係数R2は 0.99となり，Tとα には高い相関があることがわかる． 
140 
 
以上より，周期 T と作用力比 α には高い相関があることから，周期を指標とすることで作用力に及ぼ
す静水深および波高がランダムに変化した場合においても作用力を評価できると考えられる．また，周期




























































































































































と流体力として評価した際の作用力 Fxcalとの比率 Fx /Fxcalと，津波周期との関係をプロットした図である．
A1～A7およびC1で用いた抗力係数Cd は式(5.4.2)よりそれぞれ1.54，1.3を用いており，B1～B2につい
ては対象橋梁模型を用いた風洞実験結果より得られた1.26を用いた．同図より，B2より周期の短いケー
スでは，Fx /Fxcal と周期Tの関係性はみられず，Fxcal に対してFxが2倍以上となるケースが多く，流体
力としての評価は難しいといえる．一方，流体力が支配的となる目安として同図に示す長周期波（T 
=15min）の本実験結果は，上述した水頭差による影響もあるもののFx /Fxcal の値は1.3であり，比較的周





















































様に鉛直作用力も波高に比例して作用力が増加する傾向がみられ，また，A4 および A5 ケースではほぼ
同一波高にも関わらず作用力が 1.2 倍異なる．次に，水平作用力同様に桁の作用力を桁底面積で除すこと
で桁底面積に作用する圧力 Fz / Av に換算し，これを入射波高による桁底面に作用する静水圧相当の圧力
ρg (a‐z )で無次元化した値 α zを用いて津波周期と桁の作用力の関係性を評価する．ここで z は静水面か
ら桁底面までの距離である．図-6.4.2 は津波周期と無次元作用力 α の関係をプロットした図である．同図
より，鉛直方向の作用力比 α z は津波周期が短くなるにつれ線形的に増加する傾向が見られ，水平方向と
同様の傾向である． 
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造波装置 波形状 模型形式 縮尺 静水深
1 庄司ら7.1) チャンバー式 段波 張出無6主桁 1/79.2
0,10,20,25,30
,35,40,45,50cm





3 荒木ら7.3) ピストン型 孤立波 矩形 1/40-1/50 17~19cm
4 林ら7.4) ピストン型 孤立波 PC箱桁橋 1/50 20,25,40,50,55cm
5 四條ら7.5) ピストン型 孤立波,段波 PC箱桁橋 1/50,1/100 21,40cm














































とし，桁横で計測された通過波の波高 a の静水圧 ρga で無次元化した値を表している．同図の縦軸は，桁
































































とし，桁横で計測された通過波の波高 a の静水圧 ρga で無次元化した値を表している．同図の縦軸は，桁



























































対象橋梁は，図-7.1.5，表-7.1.2 示す現行の道路橋示方書(平成 24 年 3 月)に準拠し設計された PC 単純





































































































   式（7.1.3） 
 
vIz AzagF )18.2/53.0(                   式（7.1.4） 
 
ここに，L：桁長，Z1：静水面から桁底面までの距離，Z2：静水面から桁上面までの距離である． 






























項目 記号 単位 水平方向
　津波高さ a I m 8
　静水面から桁上までの距離 Z 2 m 6.89
　静水面から桁下までの距離 Z 1 m 3.92
　単位体積重量 ρg N/m3 9,800
　桁幅 B m 11.4
　桁高 D m 2.97
　桁長 L m 36.9
　桁側面積 A h (=D×L ) m2 109.6
　桁上での波圧 p (Z 2) N/m2 82,273
　桁上での波圧 p (Z 1) N/m2 148,960






























項目 記号 単位 鉛直方向
　津波高さ a I m 8
　静水面から桁下までの距離 z m 3.92
　単位体積重量 ρg N/m3 9,800
　桁幅 B m 11.4
　桁高 D m 2.97
　桁長 L m 36.9
　桁底面積 A v(=B ×L ) m2 420.66
　桁上での波圧 p (z ) N/m2 23,930




り，レベル 2 地震に対して設計されている．なお，設計水平震度 khcは 0.4，鉛直上向きは-0.3Rdとして設
計荷重を算出している． 
 表-7.1.5 は，支承の地震時設計荷重と橋軸直角方向からの津波作用力を比較した表である．地震時の設










項目 記号 単位 水平方向 備考
H < Fx/2













項目 記号 単位 鉛直方向 備考
1支承線上の死荷重 Rd kN 4010
1支承線上の上向きの設計荷重 V kN -1210 -0.3Rd (1支承線上6基)
津波作用力 F z / 2 kN -5033 下向きを正とする
作用力の方向 Rd +F z / 2 kN -1023 上向き
V < Rd+Fz/2






















1 四條ら7.5) 長周期孤立波 PC箱桁橋 1/100
0.64
(6.4) 桁位置







































用力 Fxcal と，分力計で計測した水平作用力 Fx を比較した図である．なお，有川の実験は模型スケールが
1/10と他の実験に比べ大きいため，ここでは横軸，縦軸ともに1/50倍し結果をプロットしている． 
図-7.1.8 より，流速をパラメータとしていない四條らの実験を除けば，九州工大および有川らの実験で





















































































用力は浮力以下である．九州工大の実験については，Clが 0 以上となる場合もあるものの，0 以上となる




















































































ここでは短周期波の津波作用力の算出例において対象とした PC 単純ポストテンションT 桁橋と同一の
橋梁を対象とし，図-7.1.12 に示すように，水位が津波作用時の静水面から 8m まで上昇し，水平流速が
6m/s である長周期の津波が作用すると想定した際の，桁の津波作用力の評価方法について概説する．表-
7.1.8 には，津波作用力の算出に用いた諸量および桁の津波作用力の算出結果を示す．同表に示すように，
















項目 記号 単位 水平・鉛直方向
　津波流速 v m/s 6
　密度 ρ kg/m3 1,000
　重力加速度 g m/s2 9.8
　断面積 A m2 7.7
　桁幅 B m 11.4
　桁高 D m 2.97
　桁長 L m 36.9
　桁側面積 A h (=D ×L ) m2 109.6
　桁体積 V (=A ×L ) m3 284
　桁高桁幅比 B/D 3.84
　抗力係数 C d 1.72
　水平方向の津波作用力 F x kN 3,393















1支承線上の支承の設計荷重 H kN 1600
レベル2地震時の橋軸直角方向の設計荷重
(1支承線上6基)




項目 記号 単位 鉛直方向 備考
1支承線上の死荷重 Rd kN 4010
1支承線上の上向きの設計荷重 V kN -1210 -0.3Rd (1支承線上6基)
津波作用力 F z / 2 kN -1392 下向きを正とする
作用力の方向 Rd +F z / 2 kN 2618 下向き
V < Rd+Fz/2















































































































































































































図-7.2.7 に示すのは，橋台側面に作用する波圧 p の計測結果を既往の直壁に対する評価方法と同様に入
射波高 a の静水圧 ρga で無次元波圧分布した鉛直方向の波圧分布を示す．同図には池野，朝倉らのソリト
ン分裂を生じない場合の津波の無次元波圧分布を示す．まず，本実験結果の無次元波圧分布は，β と α と
もに 1～1.6 の範囲に分布しており大きな違いは見られないものの，最も無次元波圧が大きいケースは越
流が生じないケースである．これは，橋台前面に堰き止められる流れが増加したためと考えられる． 
次に，既往の波圧算定式との比較を行う．まず，谷本らの波圧指数 β と水深係数 α はそれぞれ 2 と 3
であり，朝倉らの βと αはそれぞれ 3 である．本実験結果は全てのデータを包括する値としてここでは β







































































に作用する津波荷重を直接求める試み 7.9)もなされているが，平面 2 次元計算に比べて計算負荷が格段に
大きいため膨大な計算時間を要し，現状では実務レベルでこの手法を用いることは難しい． 
 ここでは，非線形長波理論による平面2次元の津波伝播解析に基づく標準的な桁断面の上部構造を対象
とした 1 次スクリーニング用の簡易的な津波作用力評価手法について述べる．なお，2 次スクリーニング



















































































































東北地方太平洋沖地震による津波の再現解析例 7.16)である．同図に示す水位波形は第 2 章においても短周
期波の襲来が確認された久慈港の数値解析結果である．同図に示すように，静水圧モデルである STOC-




例えば，図-7.3.6 における海岸線近傍の n1 位置での水位波形は，水位上昇開始位置から最大津波高さま
では数秒であり，明確に段波が襲来することの判断が可能である．第 6章での検討結果をふまえると，n1








































成分の評価，土木学会論文集 A1（構造・地震工学），Vol.70，No.4(地震工学論文集第 33 巻)，
pp.I_616-I_627，2014. 
7.2) 中尾尚史，張広鋒，炭村透，星隈順一；上部構造の断面特性が津波によって橋に生じる作用に及ぼ












7.7) Morison, J. R.; O’Brien, M. P.; Johnson, J. W.; Schaaf, S. A.: The Force Exerted by Surface Waves on Piles. 







7.12) 谷本勝利，他9名：1983年日本海中部地震津波の実態と二・三の考察，港湾技研資料，No.470, 1983. 
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(4) 一方，河川を遡上する津波は，先端部は高さ 2m 程度の段波状となっていたが，その先端部は桁には





















(3) 波高を変化させた静水深が 15cm である 3 ケースおよび，静水深 35cm である 4 ケースのパラメータ
実験では，水平作用力および鉛直作用力は波高の増加に伴い線形比例して増加することが明らかと
なった． 
(4) 波高 a に対する相対的な桁位置 Z を表す Z/a を 0.1，0.5，0.8 と変化させた 3 ケースのパラメータ実
験における水平作用力は，桁位置が波高の頂点から静水面に近づくにつれて下流側桁側面に生じる
圧力は線形的に増加するものの，Z/a が 0.8 のような桁位置が波高頂点付近にある場合は内桁にも流







































(4) 水位上昇の影響を考慮した実験結果より，水位上昇速度が実橋換算値で 6m/min 程度の場合，桁の水
平作用力は定常流速に関係なくほぼ定常流実験結果と同一なることから，水位上昇が水平作用力に
及ぼす影響は小さいと考えられる．一方，桁の鉛直作用力は定常流実験結果に比べ水面付近に桁が
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